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通
常
、
国
民
年
金
保
険
料
の
免
除
・
納
付
猶
予
申
請
を
せ
ず
に
保
険
料
を
納
付
し
な
い

ま
ま
２
年
を
過
ぎ
る
と
保
険
料
を
納
付
す
る
こ
と
が
で
き
ま
せ
ん
。
し
か
し
、
平
成
27

年
10
月
か
ら
平
成
30
年
９
月
ま
で
の
３
年
間
に
限
り
、
過
去
５
年
以
内
の
納
め
忘
れ
た

保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
で
き
る
後
納
制
度
が
実
施
さ
れ
て
い
ま
す
。

■
保
険
料
後
納
の
メ
リ
ッ
ト

◦
年
金
の
受
給
資
格
が
得
ら
れ
る
可
能
性

が
あ
り
ま
す
。

◦
将
来
受
け
取
る
年
金
額
を
増
や
す
こ
と

が
で
き
ま
す
。

■
利
用
で
き
る
人

◦
20
歳
以
上
60
歳
未
満
の
人
で
、
５
年
以

内
の
保
険
料
で
未
納
期
間（
免
除
・
納

付
猶
予
を
除
く
）や
国
民
年
金
未
加
入

期
間
が
あ
る
人

◦
60
歳
か
ら
65
歳
未
満
の
人
で
、
任
意
加

入
中
の
保
険
料
に
未
納
期
間
が
あ
る
人

◦
65
歳
以
上
の
人
で
、
老
齢
年
金
の
受
給

資
格
が
な
く
任
意
加
入
中
の
人

※
た
だ
し
、
老
齢
基
礎
年
金
受
給
中
の
人

は
、
後
納
制
度
を
利
用
で
き
ま
せ
ん
。

■
注
意
事
項

❶
後
納
は
、
保
険
料
未
納
期
間
の
う
ち
、

原
則
最
も
古
い
期
間
の
保
険
料
か
ら
納

め
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

❷
過
去
３
年
度
以
前
の
後
納
保
険
料
に
は
、

当
時
の
保
険
料
に
加
算
額
が
つ
き
ま
す
。

❸
後
納
制
度
は
、
ま
ず
年
金
事
務
所
で
事

前
申
込
を
し
て
い
た
だ
き
、
そ
の
後
の

審
査
で
承
認
を
受
け
な
い
と
ご
利
用
い

た
だ
け
な
い
場
合
が
あ
り
ま
す
。

※
審
査
に
は
時
間
が
か
か
り
ま
す
の
で
、

期
限
に
余
裕
を
も
っ
て
申
し
込
ん
で
く

だ
さ
い
。

納
め
忘
れ
た
保
険
料
を
納
め
る
こ
と
が
で
き
る

国
民
年
金
保
険
料
の
「
後
納
制
度
」

問
熊
本
西
年
金
事
務
所　
☎（
３
５
５
）３
２
６
１

問
町
民
課　
年
金
係　
　
☎（
２
３
２
）４
９
１
４

　菊池環境保全組合が実施する「新環境工場等整備事業」
について、県条例に基づいて実施した環境影響評価（環
境アセスメント）の調査結果などを取りまとめた準備書
の縦覧と説明会を行います。
　準備書の内容についてご意見がある場合は、事業者

（菊池環境保全組合）に意見書を提出することができます。

■対象事業名
　新環境工場等整備事業
■事業の種類
◦エネルギー回収型廃棄物処理施設（ごみ焼却施設）
◦一般廃棄物最終処分場の設置
■準備書縦覧期間
　日時：８月１日㈫～30日㈬
　場所：熊本県庁、菊池市役所、菊池市泗水支所、合志

市役所合志庁舎、大津町役場、菊陽町役場、菊
池環境保全組合事務局

※公告の内容は菊池環境保全組合のホームページにも掲
載します。

■説明会
　組合を構成する市町で１回ずつ開催します。どの会場
でも参加できます。

■意見書の提出
　氏名・住所・対象となる準備書の名称（新環境工場
等整備事業）、環境保全の観点からの意見・理由など
を記載し、９月13日㈬までに郵送または持参してく
ださい（当日消印有効）。
■問い合わせ　
　菊池環境保全組合　建設推進課
　〒869-1233　菊池郡大津町大津115番地
　☎（293）2555

「新環境工場等整備事業」準備書の縦覧・説明会

問
総
務
課　
総
務
法
制
係　
☎（
２
３
２
）２
１
１
１

皆
さ
ん
の
知
識
と
経
験
を

町
の
政
策
に
生
か
し
ま
せ
ん
か

政
策
提
案
を
募
集
し
ま
す

　
町
で
は
、
町
民
の
皆
さ
ん
が
知
識
や
経

験
を
生
か
し
、
住
み
よ
い
ま
ち
づ
く
り
の

た
め
に
政
策
を
提
案
で
き
る
「
政
策
提
案

手
続
」
制
度
を
設
け
て
い
ま
す
。

　
町
は
、
提
出
さ
れ
た
提
案
が
有
効
か
ど

う
か
な
ど
を
検
討
し
、
提
案
の
採
用
ま
た

は
不
採
用
を
決
定
し
ま
す
。
採
用
と
決
定

し
た
場
合
、
政
策
な
ど
の
立
案
を
行
い
、

実
現
に
向
け
て
具
体
的
な
取
り
組
み
を
進

め
て
い
き
ま
す
。

■
募
集
期
間

７
月
３
日
㈪
～
７
月
31
日
㈪

午
前
８
時
30
分
～
午
後
５
時
15
分

（
土
・
日
・
祝
日
を
除
く
）

■
提
出
書
類

❶
政
策
提
案
書　
❷
政
策
提
案
者
署
名
簿

❸
そ
の
他
、
提
案
に
関
係
す
る
資
料
な
ど

※
❶
と
❷
は
、
専
用
の
様
式
で
提
出
し
て

く
だ
さ
い
。
様
式
は
総
務
課
・
西
部
支

所
で
お
渡
し
し
ま
す
。
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ

か
ら
も
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
で
き
ま
す
。

■
提
出
方
法　

　
総
務
課
へ
持
参
し
、
提
出
し
て
く
だ
さ

い
。

■
注
意
事
項

◦
提
出
す
る
場
合
は
、
手
続
き
な
ど
に
つ

い
て
詳
し
く
説
明
し
ま
す
の
で
、
事
前

に
総
務
課
総
務
法
制
係
に
ご
連
絡
く
だ

さ
い
。

◦
提
案
は
、
原
則
と
し
て
町
の
総
合
計
画

に
沿
っ
た
内
容
で
あ
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。

◦
政
策
提
案
者
署
名
簿
に
は
、
満
18
歳
以

上
の
町
民
50
人
以
上
の
署
名
が
必
要
で

す
。

※｢

町
民｣

と
は
、
町
内
に
住
所
が
あ
る
人
、

町
内
に
通
勤
通
学
を
し
て
い
る
人
、
町

内
に
事
務
所
・
事
業
所
が
あ
る
、
ま
た

は
町
内
で
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
活
動
な
ど
を

行
っ
て
い
る
個
人
・
団
体
を
い
い
ま
す
。

思いを
カタチに

 	    	 

　７月と８月は、学校が夏休みに入ることで、青少年の
生活のリズムが乱れるため、非行に走りやすいとされて
います。そこで、内閣府では７月を「青少年の非行・被
害防止全国強調月間」として、青少年の非行防止・保護
のための取り組みの実施を呼びかけています。
　これを受けて、県では７月と８月の２カ月間を「夏の
青少年健全育成県民総ぐるみ運動」の期間とし、青少年
の健全育成のためにさまざまな施策や行事を行います。
それぞれの家庭、学校、職場、地域社会でも、各種取り
組みに積極的に参加し、県民総ぐるみで青少年の健全育
成・非行防止に取り組みましょう。

■期間　７月１日㈯～８月31日㈭
■問い合わせ
　県くらしの安全推進課　青少年班
　☎（333）2294

　社会教育委員は、社会教育法に基づいて設置され、社
会教育に関して教育委員会に助言する役割を果たします。
委員は、学識経験者、学校教育関係者、社会教育関係者、
家庭教育向上のための活動を行う人の中から教育委員会
が委嘱しています。任期は平成29年４月１日から平成
31年３月31日の２年間です。
　菊陽町には次の８人の社会教育委員の皆さんがいます。

■問い合わせ
　生涯学習課　生涯学習係　☎（232）4917

青少年の非行・被害防止

夏の青少年健全育成県民総ぐるみ運動
社会教育委員の皆さんを紹介
します

氏名 行政区など 氏名 行政区など

紫
し

藤
どう

　和
かずあき

昭 中尾 布
ふ た

田　　俊
すぐる

鉄砲小路

久
く ぼ た

保田昌
あき

生
お

南方 宇
う の

野　功
こういち

一 三里木

菊
きくかわ

川　眞
まさ

人
と

駅前 酒
さか

井
い

　　恵
めぐみ

辛川

阿
あ べ か す み

部香壽美 武２町内 藤
ふじ

江
え

　房
ふさゆき

行 武蔵ヶ丘北
小学校

日時 場所

８月22日㈫

午後７時30分～

大津町生涯学習センター
中会議室

８月24日㈭ 菊陽町光の森町民センター
会議室１

８月29日㈫ 菊池市泗水公民館
大研修室

８月30日㈬ 合志市役所合志庁舎
大会議室
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